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内
部
留
保
膨
張
し　

経
済
停
滞

　
消
費
税
導
入
以
降
、
企
業

の
利
益
（
金
融
業
・
保
険
業

除
く
）
は
３８
兆
円
（
１
９
９

０
年
）
か
ら
７１
兆
円
（
２
０

１
９
年
）
と
２
倍
近
く
に
な

っ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
法

人
税
収
は
１８
・
４
兆
円
か
ら

１０
・
８
兆
円
に
お
よ
そ
半
減

し
て
い
る
。
非
正
規
雇
用
の

増
加
や
人
件
費
の
削
減
な
ど

を
通
じ
て
、
保
険
料
の
事
業

主
負
担
が
抑
制
さ
れ
、
保
険

料
収
入
も
伸
び
悩
ん
で
い

る
。

　
こ
う
し
た
結
果
、
税
金

な
ど
を
納
め
た
後
に
残
る

「
内
部
留
保
」（
利
益
剰
余

金
）
は
増
え
続
け
、
大
企

業（
資
本
金
１０
億
円
以
上
。

金
融
業
・
保
険
業
除
く
）

の
内
部
留
保
は
、
２
０
０

０
年
の
８８
兆
円
か
ら
１９
年

は
２
３
８
兆
円
に
激
増
し

て
い
る
。

　
法
人
減
税
や
非
正
規
拡

大
が
続
け
ら
れ
た
結
果
、

税
・
保
険
料
収
入
が
伸
び
ず
、

一
握
り
の
大
企
業
に
富
が
極

端
に
偏
在
し
、
税
財
政
の
悪

化
や
経
済
循
環
の
目
詰
ま
り

を
引
き
起
こ
し
て
い
る
の
が

日
本
経
済
の
現
状
だ
。

　
法
人
税
・
所
得
税
を
減
税

し
、
消
費
税
増
税
で
穴
埋
め

し
て
い
く
よ
う
な
財
政
・
経

済
運
営
に
未
来
は
な
い
。

雇
用
の
安
定
こ
そ　

社
会
保
障
も
寄
与

　
企
業
の
内
部
留
保
が
積
み

増
さ
れ
る
現
状
に
対
し
、
日

本
医
師
会
会
長
（
２
０
１
７

年
当
時
）の
横
倉
義
武
氏
は
、

「（
企
業
の
）
利
益
剰
余
金
を

設
備
投
資
や
従
業
員
の
給
与

に
回
し
て
経
済
の
好
循
環
を

実
現
す
る
必
要
が
あ
る
」、

「
従
業
員
の
給
与
が
増
え
る

こ
と
で
、
結
果
的
に
は
社
会

保
障
費
の
社
会
保
険
料
収
入

も
増
加
し
、
医
療
保
険
財
政

の
安
定
化
に
も
つ
な
が
っ
て

い
く
」
と
指
摘
し
て
い
る
。

ま
た
、「
医
療
に
財
源
を
投
入

す
れ
ば
、
特
に
医
療
従
事
者

の
比
率
が
高
い
地
方
で
は
経

済
の
活
性
化
に
よ
り
経
済
成

長
を
促
し
、
地
方
創
生
へ
の

多
大
な
貢
献
に
つ
な
が
る
」

と
も
し
て
い
る 

。
厚
労
省

も
、
医
療
・
社
会
保
障
が
雇

用
創
出
や
他
事
業
の
生
産
増

に
及
ぼ
す
効
果
は
高
い
と
指

摘
し
て
い
る
（
図
）。

　
医
療
・
社
会
保
障
の
拡
充
、

雇
用
の
改
善
を
通
じ
て
国
内

消
費
が
底
上
げ
さ
れ
る
結

果
、
経
済
が
安
定
し
、
税
・

保
険
料
の
さ
ら
な
る
増
収
が

生
ま
れ
、
経
済
の
好
循
環
に

も
寄
与
し
て
い
く
。

　
大
企
業
・
富
裕
層
が
応
分

に
負
担
し
、
消
費
税
増
税
に

頼
ら
な
い
財
源
確
保
で
こ
そ

展
望
が
開
け
て
く
る
。

　
前
回
、
日
本
の
高
齢
関
連

３
分
野
へ
の
１
人
当
り
社
会

支
出
は
先
進
６
カ
国
中
５
位

で
あ
り
、
今
も
低
位
に
止
ま

っ
て
い
る
こ
と
を
見
た
。「
高

齢
者
優
遇
」
は
政
府
の
過
大

評
価
で
あ
る
。

　
で
は
、
高
齢
分
野
以
外
の

６
分
野
の
状
況
は
ど
う
な
っ

て
い
る
だ
ろ
う
か
。
政
府
が

「
優
遇
」
と
評
価
し
て
い
る
高

齢
分
野
で
さ
え
結
果
的
に
は

５
位
だ
っ
た
の
だ
か
ら
、
そ

れ
以
外
の
分
野
は
推
し
て
知

る
べ
し
。
最
下
位
で
あ
る
。

国
際
比
較
す
る
と
、
そ
の
あ

ま
り
の
低
さ
に
、
関
心
事
は

低
さ
の
深
刻
度
へ
と
向
か
わ

　
政
府
は
75
歳
以
上
の
窓
口
負
担
を
現
在
の
1
割
か
ら
2

割
へ
と
引
き
上
げ
る
こ
と
を
決
め
た
。
高
齢
者
負
担
増
を

ど
う
考
え
る
べ
き
か
。
佐
久
大
学
特
任
教
授
の
唐
鎌
直
義

氏
に
連
載
で
解
説
し
て
も
ら
う
。（
全
6
回
）

③
貧
困
関
連
分
野
の
圧
倒
的
な
低
さ

ざ
る
を
得
な
い
。

米
国
さ
え
下
回
る

　
表
は
、
高
齢
関
連
３
分
野

以
外
の
６
分
野
の
１
人
当
り

社
会
支
出
を
、
分
野
ご
と
に

国
際
比
較
し
た
も
の
で
あ

る
。
こ
れ
ら
の
６
分
野
は
、

対
象
者
が
高
齢
者
に
ほ
ぼ
限

定
さ
れ
て
い
る
分
野
で
は
な

く
、
貧
困
と
の
関
連
性
が
強

い
分
野
で
あ
る
。
し
た
が
っ

て
、「
貧
困
関
連
分
野
」
と
把

握
し
て
お
く
。

　
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
支
出
額

を
１
０
０
・
０
と
し
た
指
数

表
示
の
下
表
を
見
る
と
、
貧

貧困関連分野の国民1人当り社会支出の国際比較(2015年)

 貧困分野支出額（USドル）
社会支出

合計障害
・労働 家族 失業 積極的

労働政策 住宅 生活保護
・その他 合計

スウェーデン 3669 2852 265 1020 359 765 8930 2万1592
フ ラ ン ス 946 1537 849 524 430 426 4713 1万6868
ド イ ツ 1920 1386 508 353 311 164 4543 1万5213
英 国 1151 2051 161 113 908 61 4445 1万3326
米 国 1090 466 416 76 187 577 2541 1万7843
日 本 506 694 85 75 57 171 1588 1万1026

 スウェーデンを１００とした場合の比較
スウェーデン 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
フ ラ ン ス 25.8 53.9 320.4 51.4 119.8 55.7 52.8 78.1
ド イ ツ 52.3 45.1 191.7 34.6 86.6 21.4 50.9 70.5
英 国 31.3 71.9 60.8 11.1 252.9 8.0 49.8 61.7
米 国 29.7 16.3 55.1 7.4 52.1 75.4 28.5 82.6
日 本 13.8 24.3 32.1 7.4 15.9 22.4 17.8 51.1
※ 6分野の金額は、各分野の支出率に計を乗じて算出した。各分野の支出率に関するデータは、国立社会保障・人口問題研究所

社会保障費用統計（http://www.ipss.go.jp/ss-cost/j/fsss-h29/fsss_h29.asp）参照。

困
関
連
分
野
計
で
日
本
は
６

カ
国
中
最
下
位
の
１７
・
８
、

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
約
６
分
の

１
と
い
う
お
粗
末
さ
だ
。
社

会
支
出
全
体
で
は
ス
ウ
ェ
ー

デ
ン
の
約
２
分
の
１
（
５１
・

１
）
だ
っ
た
が
、
貧
困
関
連

分
野
で
は
さ
ら
に
数
段
低

い
。
自
己
責
任
の
大
国
米
国

で
さ
え
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
４

分
の
１
強
で
あ
る
か
ら
、
日

本
の
低
位
性
は
も
は
や
先
進

国
で
は
な
く
、
途
上
国
と
比

較
す
る
方
が
ふ
さ
わ
し
い
と

言
う
べ
き
だ
ろ
う
。
フ
ラ
ン

ス
、
ド
イ
ツ
、
英
国
の
貧
困

関
連
社
会
支
出
は
概
ね
ス
ウ

ェ
ー
デ
ン
の
２
分
の
１
の
レ

ベ
ル
で
あ
る
。
ス
ウ
ェ
ー
デ

ン
の
貧
困
対
策
は
突
出
し
て

高
い
。

　
分
野
別
に
見
る
と
（
実
数

表
示
の
上
表
）、
障
害
・
労

働
、
失
業
、
積
極
的
労
働
政

策
、
住
宅
の
４
分
野
が
６
カ

国
中
最
下
位
で
あ
る
。家
族
、

生
活
保
護
・
そ
の
他
の
２
分

野
は
か
ろ
う
じ
て
最
下
位
を

免
れ
て
い
る
が
、
欧
州
諸
国

に
大
き
く
水
を
開
け
ら
れ
て

い
る
。

　
日
本
の
障
害
・
労
働
（
障

害
年
金
・
労
災
補
償
）
分
野

は
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
７
分
の

１（
１
人
当
り
５
０
６
ド
ル
）

に
過
ぎ
な
い
。
他
の
４
カ
国

と
比
べ
て
も
２
分
の
１
の
低

さ
で
あ
る
。
長
年
に
わ
た
る

日
本
に
お
け
る
障
害
者
福
祉

の
軽
視
、
厳
し
す
ぎ
る
労
災

認
定
の
実
情
が
浮
か
び
上
が

る
。

　
今
夏
、
日
本
で
パ
ラ
リ
ン

ピ
ッ
ク
を
開
催
し
た
こ
と
自

体
が
恥
ず
か
し
く
な
る
ほ
ど

の
低
水
準
で
は
な
い
か
。

住
宅
分
野
の
低
さ　

際
立
つ

　
日
本
で
は
住
宅
分
野
の
低

さ
も
極
立
っ
て
い
る
。
ス
ウ

ェ
ー
デ
ン
の
６
分
の
１
（
１

人
当
り
５７
ド
ル
）
と
な
っ
て

い
る
。
日
本
に
は
生
活
保
護

の
住
宅
扶
助
し
か
な
い
か
ら

で
あ
る
。
最
も
高
い
の
は
英

国
で
、
１
人
当
り
９
０
８
ド

ル
は
日
本
の
１５
・
９
倍
、
ス

ウ
ェ
ー
デ
ン
の
２
・
５
倍
に

当
た
る
。

　
英
国
に
は
「
住
宅
給
付
」

（
ハ
ウ
ジ
ン
グ
・
ベ
ネ
フ
ィ
ッ

ト
）
と
い
う
低
所
得
世
帯
を

対
象
と
し
た
家
賃
補
助
制
度

（
家
賃
の
８
～
１０
割
を
補
助

す
る
仕
組
み
）
が
あ
る
た
め

だ
。
２
０
１
３
年
現
在
、
英

国
の
総
世
帯
の
２７
・
９
％（
５

０
７
万
８
５
２
３
世
帯
）
が

こ
れ
を
受
給
し
て
い
る
。
受

給
世
帯
主
の
年
齢
分
布
は
１８

～
３４
歳
層
が
２５
・
２
％
、
３５

～
５９
歳
層
が
４２
・
９
％
、
６０

歳
以
上
層
が
３１
・
９
％
と
な

っ
て
い
る
。
平
均
月
額
３
８

７
ポ
ン
ド
（
５
万
８
０
０
０

円
）
受
給
し
て
い
る
。
欧
州

の
先
進
諸
国
で
ホ
ー
ム
レ
ス

の
人
数
が
桁
違
い
に
少
な
い

の
は
、
こ
う
し
た
住
宅
保
障

の
制
度
が
あ
る
か
ら
だ
。

　
日
本
で
は
年
金
削
減
の
影

響
に
よ
り
、
生
活
保
護
を
申

請
す
る
高
齢
者
が
増
え
続
け

て
い
る
。
せ
め
て
生
活
保
護

の
住
宅
扶
助
費
を
、
医
療
扶

助
費
の
よ
う
に
単
独
支
給
化

で
き
な
い
も
の
か
。
家
賃
さ

え
公
的
に
カ
バ
ー
さ
れ
れ
ば
、

さ
さ
や
か
な
が
ら
も
年
金
だ

け
で
生
活
の
目
途
を
立
て
ら

れ
る
高
齢
者
は
多
い
。

　
２
０
２
０
年
１
月
１７
日
、

広
島
高
裁
は
伊
方
３
号
機
の

運
転
差
し
止
め
の
仮
処
分
決

定
を
し
た
。
決
定
は
、「
原
発

敷
地
の
２
キ
ロ
の
範
囲
に
お

い
て
、
活
断
層
が
あ
る
可
能

性
が
否
定
で
き
な
い
の
に
調

査
を
し
て
い
な
い
」
と
述
べ

た
。

　
原
子
力
規
制
基
準
で
は
、

「
原
発
敷
地
２
キ
ロ
の
範
囲

内
に
は
、
活
断
層
の
な
い
こ

と
」
と
規
定
さ
れ
て
い
る
の

に
、
国
の
地
震
調
査
研
究
推

進
本
部
の
調
査
評
価
（
２
０

１
７
年
１２
月
中
央
構
造
線
断

層
帯
長
期
評
価
第
２
版
）
で

は
、「
活
断
層
の
存
在
す
る
可

能
性
が
あ
り
、
今
後
の
詳
細

な
調
査
が
求
め
ら
れ
る
」
と

伊
方
原
発
を
巡
る
情
勢

「
伊
方
原
発
を
と
め
る
会
」ニ
ュ
ー
ス
よ
り

の
指
摘
を
根
拠
に
し
て
い

る
。

　
な
お
、
こ
の
調
査
評
価
は
、

伊
方
３
号
機
の
再
稼
働
が
許

可
さ
れ
た
後
に
出
さ
れ
た
も

の
だ
。
従
っ
て
、
最
新
の
知

見
に
基
づ
い
て
い
る
。

　
さ
ら
に
阿
蘇
の
噴
火
に
つ

い
て
も
、
原
子
力
規
制
基
準

の
火
山
ガ
イ
ド
に
従
え
ば
、

「
最
大
規
模
の
噴
火
、す
な
わ

ち
２０
～
３０
立
法
キ
ロ
メ
ー
ト

ル
を
想
定
す
べ
き
で
あ
る
の

に
、
四
国
電
力
の
想
定
は
、

そ
の
３
～
５
分
の
１
で
、
過

少
評
価
で
あ
る
」
と
述
べ
た
。

　
そ
の
後
、２１
年
３
月
１８
日
、

広
島
高
等
裁
判
所
は
、
四
国

電
力
伊
方
原
発
３
号
機
の
異

議
審
に
お
い
て
、
２０
年
１
月

１７
日
に
同
裁
判
所
が
出
し
た

運
転
差
止
決
定
を
取
り
消

し
、
運
転
を
認
め
る
決
定
を

出
し
た
。

　
活
断
層
に
つ
い
て
は
、
四

国
電
力
が
行
っ
た
海
上
音
波

探
査
を
踏
ま
え
て
原
発
敷
地

２
キ
ロ
圏
内
に
活
断
層
は
な

い
と
し
た
四
国
電
力
の
判
断

に
「
不
合
理
な
点
が
あ
る
と

は
認
め
ら
れ
な
い
」
と
し
た
。

　
阿
蘇
山
の
噴
火
リ
ス
ク
で

は
、「
原
発
の
安
全
性
に
影
響

を
及
ぼ
す
噴
火
を
引
き
起
こ

す
可
能
性
は
高
い
と
は
認
め

ら
れ
な
い
」
と
し
た
。
火
山

灰
の
量
の
設
定
も
「
過
小
と

は
認
め
ら
れ
な
い
」
と
結
論

づ
け
た
。

　
そ
し
て
、
四
国
電
力
（
長

井
啓
介
社
長
）
は
、
特
定
重

大
事
故
等
対
処
施
設（「
特
重

施
設
」）
の
完
成
に
よ
り
、
従

来
の
予
定
日
を
前
倒
し
、
２１

年
１０
月
１２
日
に
伊
方
原
発
３

号
機
を
再
稼
働
す
る
方
針
を

明
ら
か
に
し
た
。

　
２０
年
１
月
か
ら
現
在
ま

で
、
伊
方
原
発
は
稼
働
し
て

い
な
い
。
原
発
内
の
温
度
も

下
が
っ
て
い
る
は
ず
だ
。
こ

の
ま
ま
廃
炉
を
望
む
。

（
愛
媛
協
会
　
公
害
環
境
対

策
部
員
　
吉
田
克
己
）

235

消
費
増
税
路
線
に
未
来
は
な
い

⑨

　
消
費
税
の
増
税
に
頼
ら
な
い
保
団
連
の
社
会
保
障
財
源

提
案
を
連
載
で
解
説
す
る
。
最
終
回
は
社
会
保
障
の
充
実

が
雇
用
・
経
済
に
与
え
る
効
果
に
つ
い
て
考
え
る
。

厚生労働白書（2010年版）より作成


